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建設産業の担い手確保・育成に向けた取組
（上半期事業報告）

１．建設産業人材確保・育成推進協議会
２．建設産業女性定着促進事業
３．登録基幹技能者制度推進協議会

（一財）建設業振興基金
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１．建設産業人材確保・育成推進協議会
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１．広報物の配布等

①「ニッポンをつくる人たちまもる人たち」の配布（随時）

年度 配付部数
２０２２年度（１０月末時点） 約 1,224 部

②「建設業界ガイドブック」の配布

年度 配付部数
２０２２年度（１０月末時点） 約 51,510 部

○一般配布用（随時）

○工業高校全員プレゼントキャンペーン
就職を考える時期と想定される全国の工業高校に通う２年生
１８，０００人を対象に配布。（６月実施）

（１）こども霞ヶ関見学デー（１）「建設業界ガイドブック」等の配布等

（２）人材協定期便の発送

・建築・土木などの専門学科を設置している建設系工業高校や
土木系農業高校、各都道府県・政令指定都市の教育委員会など
に対し、４月、１０月に送付（次回送付は１月予定）
・１０月送付時は、各高校に対し、実態調査を実施。

２．イベント等への参加・実施

①開催日：令和４年８月３日～４日
・コロナウイルス感染症の影響により屋内プログラムは、
オンラインにより実施、屋外プログラムのみ、現地（国土交
通省）にて実施し、当協議会も参画。

②プログラム内容
建設現場ではたらく建設機械を体験してみよう
＜協力団体＞ コマツグループ
・プログラム参加者数 ３日：約１６０名 ４日：雨天により中止

（２）作文コンクールの実施
①募集期間：令和４年５月９日～６月３０日

○社会人の作文コンクール「私たちの主張」テーマ
「次世代に伝えたい建設産業の魅力と誇り」「建設産業を通じて感じた自身の

成長」を応募テーマに、建設業の仕事に従事している方から作文を募集。

○「高校生の作文コンクール」テーマ
「私たちの暮らしと建設産業」「私が描く建設産業の未来」を応募テーマに、全国の工業

高校の建築学科、土木学科等の学生から作文を募集。

②テーマ

③応募数

社会人：３４８人 高校生：８５７人

④表彰式
・国土交通省にて大臣賞授与式を開催（１０月１８日）
・その他受賞者の表彰式については、大臣賞授賞式後に各地方整備局にて

順次開催表彰を実施

（３）国土交通省学校キャラバンの実施
・令和３年度にて、福岡県立八幡高等学校（理数科・普通科 学年

名）で実施。
・令和４年度においても１２月上旬開催に向けて準備中。

（１１月２４日に国土交通省にてプレスリリース予定）
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３．本年度の新たな取組

CCUSの活用をはじめとして、技能や経験に応じた給与の引き上げや、キャリアパスに基づいた計画的な人材育成、これらを可能とするための環境整備など、
「建設工事の担い手の育成及び確保」に向けて、顕著な功績を上げた企業、団体に対して表彰を行い、その努力を讃えることにより、担い手の育成及び
確保に向けたとりくみを推進するため、「建設人材育成優良企業表彰」を創設。

○建設人材育成優良企業表彰の実施

①概要

②表彰式
・国土交通省にて大臣賞授与式を開催（１１月１１日）
・その他受賞者の表彰式については、大臣賞授賞式後に各地方整備局にて、順次開催表彰を実施

※国土交通省のHPにおいて、大臣賞及び不動産・建設経済局長賞受賞企業各取組みも紹介
（URL:https://www.mlit.go.jp/report/press/tochi_fudousan_kensetsugyo14_hh_000001_00111.html)

【参考】WEBやSNSによる広報展開
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2．建設産業女性定着促進事業



○幹事長 須田久美子氏 （（一社）土木技術者女性の会 運営委員）

○副幹事長 酒井一江氏 （（一社）日本造園建設業協会 女性活躍推進部会長） 、籠田淳子氏 （けんちくけんせつ女学校校長）

2022年10月末現在建設産業女性定着支援ネットワーク 構成

◆登録団体一覧

6

地方自治体や建設業団体、一般企業等、様々な運営主体の団体が登録

NO. 都道府県 団体名 運営主体

1 全　 国 （一社）日本建設業連合会　けんせつ小町委員会 団　体
2 全　 国 （一社）土木技術者女性の会 団　体
3 全　 国 建築設備六団体協議会　設備女子支援ネットワーク 団　体
4 全　 国 日本建築仕上学会　女性ネットワークの会 団　体
5 全　 国 （一社）日本造園建設業協会　女性活躍推進部会 団　体
6 全　 国 （一財）建設物価調査会　チームひまわり 団　体
7 全　 国 （一社）日本溶接協会　溶接女子会 団　体
8 全　 国 測量・地理空間情報　女性の技術力向上委員会「ソクジョの会」 団　体
9 全　 国 （公社）日本建築積算協会　積女ＡＳＳＡＬ委員会 団　体
10 全　 国 （公社）日本コンクリート工学会　コンクリート分野における女性活躍推進普及委員会 団　体
11 全　 国 全国スーパーウォール会　全国ブリリアント会 企　業
12 全　 国 けんせつ姫 企　業
13 全　 国 日機協女性部会「チームはにやま姫」　 団　体
14 全　国 全国女性造園技術者の会 団　体
15 青森県 あおもり女性建設技術者ネットワーク会議 地方自治体
16 岩手県 いわて女性の活躍促進連携会議　けんせつ小町部会 団　体
17 岩手県 （一社）岩手県建設産業団体連合会　岩手県建設業女性協議会　 団　体
18 秋田県 あきた建設女性ネットワーク　クローバー 地方自治体
19 宮城県 （一社）宮城県建設業協会　宮城建設女性の会２０１５ 団　体
20 福島県 （一社）福島県建設業協会　ふくしま建女会 団　体
21 茨城県 （一社）茨城県建設業協会　建女ひばり会 団　体
22 東京都 全国低層住宅労務安全協議会　じゅうたく小町部会 団　体
23 東京都 東京外環プロジェクト・女性技術者の会 地方整備局
24 神奈川県 “クレーンガールズかながわ”　TEAM つる姫 団　体
25 山梨県 山梨県建設業協会青年部　けんせつ小町甲斐 団　体
26 長野県 （一社）長野県建設業協会　女性部会 団　体
27 新潟県 にいがた土木女子会議 地方自治体
28 新潟県 （一社）新潟県建設業協会   女性部会 団　体

建設産業女性定着支援ネットワーク とは
全国各地に組織されている、女性活躍を推進する団体の相互交流や情報交換、連携等を促すことにより、建設産業で働く女性の入職促進、定着を図ることを

目的として、平成30年度に「建設産業女性活躍推進ネットワーク」として、始動。
令和2年1月16日に策定された「女性の定着促進に向けた建設産業行動計画」の策定を受けて、令和2年3月1日に「建設産業女性活躍推進ネットワーク」から

現在の「建設産業女性定着支援ネットワーク」に改称しました。45団体が登録。（令和4年10月末現在）
※事務局：（一財）建設業振興基金
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※数字は全国・都道府県別に分けた場合の団体加入数

※（新規）は令和4年度に加入した団体

◆全国・都道府県別の加入状況 （全国団体加入数：15/各都道府県加入数：30）

◆NW登録団体数の推移（前年度比）

平成30年度
（設立初年度）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度
（8月末時点）

25 32（+7） 33（+1） 43（+10） 45（+2）

建設産業女性定着支援ネットワークの登録団体が各都道府県に必ず１つ以上をあることを目指し、普及・促進

29 石川県 百万石小町『結』 団　体
30 岐阜県 （一社）WOMAN EMPOWERMENT PLATFORM（WEP） 団　体
31 静岡県 SCG’ｓ（Shizuoka Construction engineer Girl’s) 地方自治体
32 京都府 一般社団法人女性技能者協会 団　体
33 大阪府 大阪市立大学工学部　都市会女性の会 企　業
34 島根県 しまね建設産業イメージアップ女子会 地方自治体
35 鳥取県 とっとり建設☆女星ネットワーク 団　体
37 山口県 やまぐち建設産業女性の活躍支援ネットワーク 地方自治体
36 徳島県 なでしこＢＣ連携 団　体
38 福岡県 けんちくけんせつ女学校 団　体
39 福岡県 矢部川女性技術者の会 地方整備局
40 長崎県 ながさき建設女子ネットワーク　～よりより～ 地方自治体
41 熊本県 熊本県建設産業団体連合会　くまもと建麗会 団　体
42 大分県 BLOCKS FRIENDS 地方自治体
43 沖縄県 Teamけんせつ美ら小町 企　業

44（新規） 高知県 KDJ（高知土木女子） 団　体
45（新規） 全　国 建設ディレクターネットワーク 団　体
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建設産業女性定着支援ネットワークブロック意見交換会の開催

①概要

建設産業女性定着支援ネットワーク（以下、「NW」）各ブロックのNW加入団体間の関係を深めるだけなく、各加
入団体が取り組んでいる活動の紹介等を行うことで、自身の団体活動の活性化につなげ、さらに建設産業で働
く女性定着促進にもつなげていくことを目的に実施。

②ブロック意見交換会の各開催日

①北海道・東北・北陸ブロック＋全国（開催日： １月２０日（金）AM）

②関東・甲信越ブロック＋全国（開催日：１２月１３日（火））

③東海・近畿・中国・四国ブロック＋全国（開催日：１月１２日（木））

④九州・沖縄ブロック＋全国（開催日：１月２０日（金）PM)
※１ 各地域団体については、前頁の登録団体一覧に記載している都道府県に沿って区分け。

※２ 全国団体については、活動実績があるブロックに参加可能としている（複数ブロックの参加も可）。

以下のブロックに分け、それぞれのブロックに所属している地域団体※１と全国で活動している団体（全国団体）にて、
意見交換会を実施。

③開催方法

すでにNWに加入している団体の他、今後本NWに加入しようと検討している未加入の団体も参加可能。

・すべてオンライン開催。
・オンラインツールは、「oVice（オヴィス）」を利用。



【参考】行動計画の概要

令和2年1月 「女性の定着促進にむけた建設産業行動計画」 策定

策定趣旨

・建設産業における女性の就業をさらに促進するためには、就業の継続が大きな課題であり、
本行動計画策定により、建設産業で働く全ての女性が「働きがい」と「働きやすさ」を両立した
就業継続を実現することを目的としている。

・「働きつづけられるための環境整備」に重点を置くことを端的に表現するため、これまでの
「女性活躍」ではなく「女性定着」という表現を使用。

策定団体

国土交通省および建設業5団体※1、建設産業女性活躍推進ネットワーク※2
※1 建設業5団体：

）
※2 現在の建設産業女性定着支援ネットワーク

内容

・「働きつづけられるための環境整備」を中心に３つの柱で構成
①働きつづけられるための環境整備を進める
②女性に選ばれる建設産業を目指す
③建設産業で働く女性を応援する取組を全国に根付かせる

数値目標

柱の趣旨を達成するための取組目標（～令和6年度）
・「女性の入職者数に対する離職者数の割合」を前年度比で減少させる
・「入職者に占める女性の割合」を前年度比で増加させる
・新計画の内容の認知度100%を目指す。
・都道府県単位で活動している団体の「建設産業女性定着支援ネットワーク」への加入を

すべての都道府県で目指す

現在、本計画に基づき、官民をあげて建設産業における
女性活躍・定着促進に向けた活動に取り組んでいる 9
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３．登録基幹技能者制度推進協議会
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登録基幹技能者とは

● 登録基幹技能者は、熟達した作業能力、豊富な知識、現場を効率的にまとめるマネジメント能力を備え、
専門工事業団体の資格認定を受けた技能者を指す。

● 工事の品質、コスト、安全等への貢献とともに、技能労働者の目標像としての活躍が期待されている。
● 登録基幹技能者の活躍により、登録基幹技能者の確保・育成に努める優良な専門工事業者の受注機会の拡

大、さらにはそれを通じた建設業界の担い手の確保・育成に大きく寄与することが期待されている。

協議会事務局としての役割

● 42職種で認定されている登録基幹技能者が、一丸となって取り組むべき課題に対応するため「登録基幹
技能者制度推進協議会」が構成されている（事務局 (一財)建設業振興基金）
● 協議会としての具体的活動
広報用パンフレットの作成、発注者や元請団体に対する要望活動、講習で使用する全職種共通テキストの執筆・編集 等
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登録
番号

登録基幹技能者
団体登録
年月日

団体名 R4年3月末

1 登録電気工事基幹技能者 H20.5.13（一社）日本電設工業協会 8,759

2 登録橋梁基幹技能者 H20.7.17（一社）日本橋梁建設協会 899

3 登録造園基幹技能者 H20.7.17
（一社）日本造園建設業協会

2,755
（一社）日本造園組合連合会

4 登録コンクリート圧送基幹技能者 H20.7.18（一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会 913

5 登録防水基幹技能者 H20.8.19（一社）全国防水工事業協会 1,934

6 登録トンネル基幹技能者 H20.9.1（一社）日本トンネル専門工事業協会 603

7 登録建設塗装基幹技能者 H20.9.1（一社）日本塗装工業会 3,262

8 登録左官基幹技能者 H20.9.1（一社）日本左官業組合連合会 2,375

9 登録機械土工基幹技能者 H20.9.17（一社）日本機械土工協会 10,549

10 登録海上起重基幹技能者 H20.9.19（一社）日本海上起重技術協会 1,430

11 登録PC基幹技能者 H20.9.30(一社）プレストレスト・コンクリート工事業協会 1,063

12 登録鉄筋基幹技能者 H20.9.30（公社）全国鉄筋工事業協会 4,599

13 登録圧接基幹技能者 H20.9.30全国圧接業協同組合連合会 695

14 登録型枠基幹技能者 H20.9.30（一社）日本型枠工事業協会 6,225

15 登録配管基幹技能者 H20.10.16

（一社）日本空調衛生工事業協会

4,039（一社）日本配管工事業団体連合会

全国管工事業協同組合連合会

16 登録鳶・土工基幹技能者 H20.12.12
（一社）日本建設躯体工事業団体連合会

8,171
（一社）日本鳶工業連合会

17 登録切断穿孔基幹技能者 H20.12.12ダイヤモンド工事業協同組合 435

18 登録内装仕上工事基幹技能者 H20.12.26

（一社）全国建設室内工事業協会

4,905日本建設インテリア事業協同組合連合会

日本室内装飾事業協同組合連合会

19
登録ｻｯｼ・ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ
基幹技能者

H21.2.13
（一社）日本サッシ協会

1,155
（一社）建築開口部協会

20 登録エクステリア基幹技能者 H21.3.5（公社）日本エクステリア建設業協会 224

21 登録建築板金基幹技能者 H21.3.5（一社）日本建築板金協会 2,981

22 登録外壁仕上基幹技能者 H21.4.28日本外壁仕上業協同組合連合会 334

23 登録ダクト基幹技能者 H21.4.28
（一社）日本空調衛生工事業協会

1,713
（一社）全国ダクト工業団体連合会

24 登録保温保冷基幹技能者 H21.11.27（一社）日本保温保冷工業協会 1,178

25 登録グラウト基幹技能者 H21.11.27（一社）日本グラウト協会 840

○登録基幹技能者職種等一覧
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26 登録冷凍空調基幹技能者 H22.3.25（一社）日本冷凍空調設備工業連合会 1,210

27 登録運動施設基幹技能者 H22.3.25（一社）日本運動施設建設業協会 203

28 登録基礎工基幹技能者 H23.12.16
全国基礎工業協同組合連合会

1,526
（一社）日本基礎建設協会

29 登録タイル張り基幹技能者 H24.7.26（一社）日本タイル煉瓦工事工業会 349

30 登録標識・路面標示基幹技能者 H24.10.29（一社）全国道路標識・標示業協会 1,718

31 登録消火設備基幹技能者 H25.7.3 （一社）消防施設工事協会 435

32 登録建築大工基幹技能者 H26.1.27

（一社）ＪＢＮ・全国工務店協会 全国建設労働組合総連合
（一社）全国住宅産業地域活性化協議会
（一社）日本ツーバイーフォー建築協会
（一社）日本木造住宅産業協会 （一社）日本ログハウス協会
（一社）プレハブ建築協会

958

33 登録硝子工事基幹技能者 H27.1.22
全国板硝子工事協同組合連合会

414
全国板硝子商工協同組合連合会

34 登録ALC基幹技能者 R1.5.27（一社）ALC協会 919

35 登録土工基幹技能者 R1.8.5 （一社）日本機械土工協会 1,004

36 登録ウレタン断熱基幹技能者 R3.5.10 （一社）日本ウレタン断熱協会 0

37 登録発破・破砕基幹技能者 R3.5.10 （一社）日本発破・破砕協会 53

38 登録建築測量基幹技能者 R3.10.6 （一社）全国建築測量協会 0

39 登録解体基幹技能者 R4.2.14 （公社）全国解体工事業団体連合会 0

40 登録圧入工基幹技能者 R4.4.19 （一社）全国圧入協会 0

41 登録送電線工事基幹技能者 R4.7.26（一社）送電線建設技術研究会 0

42 登録さく井基幹技能者 R4.7.26（一社）全国さく井協会 0

合 計 80,825


